
　復旧始動期と復興基盤形成期の暮らしの場として、避難先の自治体の中心市街地に、地元の商業
者やコミュニティと、浪江町の商業者が協働して、まちなか型の復興公営住宅や商業・サービス機
能を立地させて、賑わいのあるコンパクトなまちを形成し､長期にわたる避難生活のコミュニティの
拠点とする。さらに、浪江町民の帰還後にも、まちなかの立地の良い公営住宅は需要もあるし様々
な利用の転換も可能であり、持続的なまちづくりに繋ぐことができる。

2. 避難先の中心市街地に協働復興街区を建設する「まちなか型町外コミュニティ」

協働復興のための始動プロジェクト：「まちなか型町外コミュニティ」

新ぐるりんこ
（移動）

福島県外

福島県内

浪江町

町内コミュニティ
（帰還の前線拠点）

４

どうやって実現するのか☞６浪江町復興に向けた事業モデル

　　町内ニュータウン
（30年後若者と共に住まう）
５

町外コミュニティ
（郊外型） 町外コミュニティ

（郊外型）

周辺市町村の
中心市街地

借上仮設住宅

仮設住宅などのコミュニティ

町外コミュニティ
（郊外型）

３

１

２
まちなか型 町外コミュニティ
（避難先の中心市街地）

ネットワーク
・包括的生活サポートシステム
・統合型移動システム
・人的交流と情報

協働復興のプロセス：「まちなか型町外コミュニティ」

- 8 -
Copyright©2013 なみえ復興塾、まちづくりNPO新町なみえ、早稲田大学都市・地域研究所＋都市計画佐藤滋研究室＋交通計画浅野光行研究室 All Rights Reserved.

本格的な帰還のためのニュータウン建設

仮設住宅団地の隣接敷地に建設

居住環境改善

試験運行

2013年 2050年2020年2015年 2018年 2025年 2030年

なかよし号 サービス形態の拡張

一時帰宅時の送迎 帰還の前線拠点での移動サポート

仮設住宅団地

復興公営住宅

企画の立ち上げごとに実施

復興公営住宅、福祉・商業拠点などの建設

町内コミュニティの建設

まちなか型
町外
コミュニティ

2

郊外型
町外
コミュニティ

3

帰還のための
前線拠点

4

浪江町内の復興

みらい号

えんじょい号

第二段階 復興基盤形成期
第一段階 復旧始動期

第三段階 定住環境整備期
第四段階 本格的な帰還期

準備

準備

準備

仮設から公営住宅へ

事業期間

プロジェクト名

新ぐるりんこ1

5
5

4

除染作業 都市基盤整備 住環境整備 本格的帰還

前線拠点へ

前線拠点へ

町内への帰還 町内への帰還

前線拠点へ前線拠点へ



　約２万人の浪江町民のうち、２６５２人が二本松市内に避難し、二本松の中心市街地にも、
多くの浪江町民が、借上住宅で暮らしている。かつての賑わいを失っている中心市街地とはいえ、
利便性が高く、高齢者や子供だけではなく歩いて暮らせる、生活しやすい環境がある。仮設住
宅の閉鎖を機に、いくつかのまとまった町外コミュニティへの統合が進めば、浪江町の仮町役
場のある二本松には、市外や県外から相当数の町民が中心市街地やその周辺に集まってくる可
能性がある。ここでは、仮に二本松市内の浪江町民の人口が増加し、中心市街地に新たに４００
世帯が移住することを想定した「まちなか型町外コミュニティ」のイメージを描いた。

例えば二本松市を想定した場合の
協働復興街区・「まちなか型町外コミュニティ」の考え方

　現在の中心市街地には、右の図のように
空き店舗や空き地が多数点在しており、衰
退傾向にある。
　また、借上仮設住宅は分散的に存在して
いるため、仮設住宅団地とは異なりコミュ
ニティから孤立しやすい傾向にある。また、
こうした状況に対するサポートが少ないと
いう課題がある。

　ここに仮設住宅から移住できる復興公営
住宅を建設する他に、民間で建設した住宅
を行政が借り上げ、または買い上げる方法
や、コーポラティブハウスとして運営する
方法が考えられる。
　また、中心市街地を生活支援の拠点とす
るために、浪江あるいは地元の福祉事業者
が、介護施設や高齢者住宅をまちなかに新
設し、浪江町民のコミュニティを支える福
祉拠点とする。浪江と避難先の地元の商業
者やNPO等がグループをつくり、新たな
商業拠点としてのパティオ事業を展開す
る。このような拠点が、二本松市民と、浪
江町民の気軽な交流の場となる。

未利用地や空き店舗が目立つ現在の中心市街地

浪江のコミュニティの拠点が立地して、地元と協働して賑わいを取り戻す

パティオ

高齢者
住宅

介護施設復興公営
住宅

こども園
体育館

ぐるりんこ
広場

コーポラティブ
ハウス

商 店 街

緑の散歩道
借上仮設
住宅

借上仮設
住宅借上仮設

住宅

空店舗
利用

空店舗
利用

商 店 街

空き地

空き地
空店舗空店舗

借上仮設
住宅

借上仮設
住宅

借上仮設
住宅

借上仮設
住宅
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まちなか復興住宅
の事業化・運営会社

大学／研究所

設計事務所、建設会社

浪江町避難先
市町村

入居（災害公営、分譲住宅）

浪江町商工会

避難先のまちなか
の敷地の地権者

民事信託
または定借

復興交付金

買い上げ／
借り上げ公営

契約

支援 NPO新町なみえ
専門的
支援

出資

浪江町民 避難先の住民
入居（一般の公営、
　　分譲住宅）

国、県

避難先の
事業者

浪江の
事業者

共同
事業

　仮設住宅や復興公営住宅については、
避難先自治体と浪江町の協定や連携が必
須となるが、これに時間が要する場合は、
まちなかでの買い上げ型／借り上げ型の
復興公営住宅のプロジェクトを復興交付
金を活用しながら、民間主体で実現して
いくことも考えられる。避難先の事業者
と浪江町の主体が連携して検討し、浪江
町民の帰還後には、避難先で責任を持っ
て維持管理していくことを前提とした体
制を作る必要がある。

避難先のまちなかの復興住宅（復興公営住宅、分譲住宅等）

→⑤復興公営住宅 　商店主や地域住民が集まり、話し合いをしながら共
同建て替えをした店舗付のコーポラティブハウス。
　商店や訪問看護ステーションといった施設が付属
し、様々な人がまちなかで安心して集まって住むこと
ができる。

事例　こっぽら土沢（岩手県花巻市）

（18戸＋店舗、敷地1000㎡）

　浪江と避難先の事業者が共同で、まちづくり会社を設立し、避難先の空き地等を民事信託に
よって、土地活用を行う。
　複数の敷地を共同化し、 共同住宅を建設し、まちづくり会社が管理する。一部の床は買い上げ・
借上復興公営住宅として、行政が管理する。
　また、１階に共同店舗を併設すれば、まちづくり会社がテナント収入を得ることもできる。

事業のイメージ
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まちなか商業拠点
パティオ（共同店舗）
事業化・運営会社

大学／研究所

設計事務所、建設会社

テナントとして営業

浪江町商工会
契約

支援 NPO新町なみえ

出資

避難先の新規創業者
　テナントとして営業

避難先の
商業者

浪江の
商業者

共同
事業

避難先のまちなか
の敷地の地権者

民事信託
または定借

浪江町避難先
市町村

復興交付金

国、県

出資 避難先の商工会議所
・商店街など

専門的
支援

支援 福島県中小企業
診断協会

浪江町の商業者

畑を使って農産物を販売など
による起業支援

避難先のまちなかの商業拠点となるパティオ事業

　まちなかで商業拠点となるパティオ事
業を実施する場合も避難先のまちなかの
復興住宅と同様に、浪江町商工会と避難
先の商業組織の連携が必須である。連携
体制を整えて、関係者の出資のもとで共
同事業を行うためのまちづくり会社を設
立し、復興交付金を活用しながら、両者
にとってのコミュニティの活性化につな
げていくことができればよい。

→②パティオを囲んで集う商業拠点

　浪江と避難先の商業者や商店街が共同で、まちづくり会社を設立し、避難先の空き地等を民
事信託によって、土地活用を行う。
　複数の敷地を共同化し、パティオ（中庭）を囲む共同店舗を建設し、まちづくり会社が管理
する。テナントには浪江商業者が集まると同時に、避難先の商業者と共同で新規事業が生まれ
る可能性もある。

事業のイメージ
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　歴史的建物を活かした新築・改修による商業中庭空
間の整備。まちづくり会社がトータルプロデュースを
行い、整備後も中庭でのイベント企画・運営を行い、
観光客の回遊性創出に寄与している。

事例　ぱてぃお大門（長野県長野市）

（20店舗・敷地 約3000㎡）
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